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 開発途上国の開発を進めるための資金が不足している。開発資金が従来から不足して

いることは明らかであるが、問題は国際開発目標の達成のために必要な資金を確保でき

るかどうかである。 1995 年 3 月に開催された国連の社会開発サミットにおいて 2015
年までに貧困(約 12 億人)を半減させる、初等教育を普遍化する、子供の死亡率を 3 分

の 2 引き下げるなどの国際開発目標が合意され、2000 年 9 月の国連のミレニアムサミ

ットにおいて国際開発目標として再確認されている。先進国および開発途上国は初めて

数値目標を示すことによって目標実現の強い意思を表わしたわけである。先進国と開発

途上国間の格差がこれ以上広がり、世界が不安定化することのないよう、先進国として

も開発目標達成のため不退転の政治的決断が必要とされている。 
 
 途上国への開発資金の流入状況(下表)をみると、開発目標が設定された 1995 年以降

は期待はずれに終わった。 90 年代前半はすべての形態の民間資金が主に経済発展レベ

ルの比較的高い新興国向けに急拡大し、再び民間資金中心に純流入総額は増大したが、

90 年代後半はアジア、ロシア、ブラジルの通貨危機により、民間資金のうち証券投資

と銀行融資が急減(特に銀行融資は 1998 年以降逆流)したため純流入総額も急減した。

政府開発援助(ODA)は 90 年代前半横這い、後半から若干減少気味で推移した。 
 
表．DAC 加盟国と国際機関から援助受入国への純資金フロー総額(10 億ドル) 

 
 
 このような状況下において、国際開発目標を達成するための資金を確保する方策を検

討することを目的として、今年 3 月 18-22 日にメキシコのモンテレイにおいて国連の開
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発金融に関する国際会議が開催された。モンテレイ会議において、外国資金の動員策と

して、(1)ODA の国際目標である対 GNP 比 0.7%の達成、(2)民間資金の安定的流入、(3)
炭素税、トービン税、SDR の使用復活といった「革新的な新規資金」についての検討、

が合意された。また、開発途上国の「援助も貿易も」の要求に基づき、先進国市場への

アクセスの促進が合意された。 
 
 しかしながら、これらの方策と現実の間には大きな乖離がある。民間資金の流入は基

本的に市場任せで変動しやすく、「革新的な新規資金」については賛否両論があり、開

発途上国の市場アクセスについても従来より議論されてはいるものの思ったほど進展

をみせていない。 ODA についても 0.7%目標に対し 2000 年の実績は 0.22%であり、目

標からかなり乖離している。国際開発目標を達成するために必要とされる ODA につい

て国連が試算したところ、現在の約 2 倍にあたる年間 500 億ドル増の ODA が必要であ

る。また、0.7%を達成するためには年間約 1,000 億ドル増が必要とされている。 
 
 昨年の 9 月 11 日のテロを受けてアメリカは貧困がテロの遠因であるとしてモンテレ

イ会議に大いに関心を示し、会議をリードした。アメリカは今までの消極姿勢を改め 3
年間で ODA を 50 億ドル増額する旨表明したが、この増額をもってしてもアメリカの

ODA は 0.10%から 0.05%程度上昇するにすぎない。果たして今後先進各国が ODA の拡

大に転じることになるのか、政治的決断が試される。 
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